
 

 

 

平成２１年６月２９日 

情報処理実態調査の結果について 

【調査結果のポイント】 

１．平成２０年情報処理実態調査の結果をとりまとめたところ、平成１９年度の「一社

平均の情報処理関係諸経費」は、前年度比＋6.7％（７.５億円→８.０億円）と３年ぶ

りに増加した。しかし、IT投資の収益改善効果の後退などから、規模の小さい企業

を中心に減少傾向をたどった。 

２．「EDI（Electronic Data Interchange；電子データ交換）利用率」は前年度の７３.６％

から６８.４％へ、収益改善効果やコスト削減効果などの後退から、規模の小さい企

業を中心に低下に転じた。また EDI 利用企業のうち「独自の企業コード」を利用し

ている企業は６７.３％であった。 

３．「情報セキュリティトラブルの発生率」は前年度の２４.８％から２８．７％へ上昇に

転じた。内訳をみると、「システムの停止」の発生率が大きく増加した。また平成１９

年度稼働した情報システムの「重要度」が「重大」な不具合の主な原因は、「テスト

ミス及び不足」、「ハードウェアの障害」であった。 

４．「情報セキュリティ対策の実施率」は前年度の８５.６％から８６.９％へ、「内部統制

の整備強化」を中心に上昇した。しかし、年間事業収入１０億円以下の企業では

「情報セキュリティ対策の実施率」が低下した。 

５．「SaaS（Software as a Service）利用率」は、前年度の６.６％から７.１％へ、規模の

大きい企業を中心に上昇した。また SaaS の利用分野は、「販売」、「財務・会計」、

「情報セキュリティ」が中心であった。 

１．調査対象範囲 

日本標準産業分類に準拠した 26 業種、資本金 3,000 万円以上及び総従業者 50 人以上の民

間事業者 9,500 事業者。 

２．調査対象期日及び調査対象期間 

調査対象期日：平成２０年３月３１日現在 

調査対象期間：平成１９年４月１日～同２０年３月３１日までの１年間（平成１９年度） 

調査結果の内容については、別添１（報告書概要）、別添２（報告書）を参照。  
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